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要旨 
 
・	
 今回の消費税(付加価値税)の税率引上げの背景には、30年以上にわたる政策
対応の先延ばしや遅れの積み重ねがある。 

・	
 成熟した福祉国家は、税収を確保できる租税制度(付加価値税はその典型)を
早いタイミングで導入し、その財源を用いて歳出面で再分配を図ってきた。 

・	
 それに対し、導入が遅れた日本は、増税に対する強い反対の下で、財政再建

や社会保障制度の安定が困難な国の典型である。 
・	
 日本を外から見て他の国と比較した場合、税率を引き上げるリスクより引き

上げないリスクの方が明らかに高い。 
・	
 OECD18カ国と比較して、日本の総課税負担は相対的に低く、政府の累積債
務残高は高い。税収を確保することによって財政や福祉の安定が図れる。 

・	
 同時に、社会保障や社会サービスの内容を見直し、支出を抑制しつつも福祉

の向上や維持を図る長期的な改革も必要である。経済への影響もなるべく少

なくする方策を工夫してほしい。 
・	
 軽減税率は富裕層もその恩恵を受け徴税コストも高い。経済的弱者への配慮

を行うのであれば、給付によって歳出面で行うべきである。 
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OECD18カ国の税収構造――総課税負担と諸税収のGDP比（1965年）
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OECD18カ国の税収構造――総課税負担と諸税収のGDP比（1980年）
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OECD18カ国の税収構造――総課税負担と諸税収のGDP比（1995年）

注）国名横（）内は付加価値税の導入年
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OECD18カ国の税収構造―総課税負担と諸税収のGDP比（2011年）
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